
○大府市医療行為により免疫を失った場合の定期予防接

種再接種実施要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、医療行為により免疫を失った場合に、接種済みの予防接種法（昭和

２３年法律第６８号。以下「法」という。）に基づく定期予防接種の予防効果が期待で

きないと医師が認め、任意で再度、当該予防接種（以下「予防接種」という。）を受け

る者に対する費用の補助について、大府市補助金等交付規則（昭和４６年大府市規則第

６号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（対象者） 

第２条 予防接種の対象となる者は、次に掲げる要件を全て備える者とする。 
⑴ 医療行為により免疫を失い、接種済みの定期予防接種の予防効果が期待できないと

医師が認めた者であること。 
⑵ 予防接種時において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市

の住民基本台帳に記録されている者であること。 
（対象となる予防接種） 

第３条 対象となる予防接種は、次の各号に掲げる要件を全て備えるものとする。 
⑴ 法第２条第２項に規定するＡ類疾病に該当するものであること。 
⑵ 使用するワクチンが、予防接種実施規則（昭和３９年厚生省令第２７号）の規定に

よるものであること。 
⑶ ２０歳までに受ける予防接種であること。ただし、予防接種法施行規則（昭和２３

年厚生省令第３６号）第２条の６に規定する特定疾病については、同条の表に掲げる

年齢までに受ける予防接種に限る。 
（認定申請） 

第４条 予防接種に係る費用の補助を受けようとする者は、予防接種を受ける前に、大府

市医療行為により免疫を失った場合の定期予防接種再接種費補助対象者認定申請書（第

１号様式）に母子健康手帳の予防接種の記録が記載されているページ又は医療行為によ

り免疫を失う以前の予防接種の履歴が確認できるものの写しを添えて、市長に提出しな

ければならない。 
（認定申請に対する審査及び通知） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査し、適当

と認めるときは、大府市医療行為により免疫を失った場合の定期予防接種再接種費補助

対象者認定通知書（第２号様式）により申請者に通知するとともに、予防接種を実施す

る医療機関等（以下「予防接種実施機関」という。）に対し、予防接種実施依頼書（第

３号様式。以下「依頼書」という。）により当該予防接種を依頼するものとする。 
２ 市長は、前項の審査の結果、適当と認められないときは、大府市医療行為により免疫

を失った場合の定期予防接種再接種費補助対象者認定却下通知書（第４号様式）により

申請者に通知するものとする。 
（予防接種の実施） 

第６条 補助を受けて予防接種を受けようとする者は、予防接種実施機関に依頼書を提出

し、予防接種を受けるものとする。 



２ 予防接種実施機関は、依頼書の提出を受けた場合は、予防接種予診票の記載内容を確

認し、予防接種を行うものとする。 
（費用の請求） 

第７条 市長が契約した市内の予防接種実施機関（以下「委託実施機関」という。）は、

依頼書により行った予防接種について、所定の請求書に予防接種予診票を添付して、翌

月１０日までに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、委託実施機関から提出された請求書を受理した日から３０日以内に当該委託

実施機関に委託料を支払うものとする。 

（医療行為により免疫を失った場合の定期予防接種再接種補助金） 
第８条 委託実施機関以外の予防接種実施機関において予防接種を受けた者は、当該実施

機関に対し、予防接種に要した費用を支払うものとする。 
２ 市長は、前項の規定により費用の支払をした者に対し、大府市医療行為により免疫を

失った場合の定期予防接種再接種補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 
３ 補助金の額は、予防接種に要した費用の額とする。ただし、市と一般社団法人知多郡

医師会大府市医師団が締結する個別予防接種の委託契約に定める額を上限とする。 
 （補助金の交付申請） 
第９条 第５条第１項の規定により認定を受けた補助対象者は、予防接種を受けた後、大

府市医療行為により免疫を失った場合の定期予防接種再接種費補助金実績報告書兼請

求書（第５号様式）に予防接種予診票及び接種に要した金額の分かる領収書を添えて市

長に提出しなければならない。 
（補助金の交付決定及び支払） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認

めるときは、補助金の額を決定し、大府市医療行為により免疫を失った場合の定期予防接

種再接種補助金交付決定通知書（第６号様式）により申請者に通知し、交付すべき補助

金の額を支払うものとする。 
２ 前項の審査の結果、適当と認められないときは、大府市医療行為により免疫を失った

場合の定期予防接種再接種補助金交付却下通知書（第７号様式）により申請者に通知す

るものとする。 
（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
 

附 則 
 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 


